
表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

初年度（令和　7 年度）

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

0 0 0

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

1 2600000 円 41.8 ％ 円 ％ 円 ％ 3618560 円 58.2 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

2600000 円 41.8 ％ 円 ％ 円 ％ 3618560 円 58.2 ％

事業者名 有限会社 はながさバス

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間 確保維持費国庫補助金申請番号 車両の種別 乗車定員（人）車両の⻑さ(m)購入等予定
年月

購入等の種別
（現金、割賦、リース）

羽越 1 銀山線 17 ワンステップ

.

定率法

10 現金スロープ付き 標準 61 8.99 6 .

申請番号

実費購入予定費（円）＊消費税を除く 実費購入予定費合計
額から備忘価格を控
除した額（円）

ﾎと限度額のうち
少ない方の額

（円）

普通償却限度
額 特別償却額（円）

ｲ＋ﾛ＋ﾊ＝ﾆ ﾆ-1円=ﾎ ﾍ ﾁ ﾄ＋ﾁ＝ﾇ ﾙ ｦ ﾜ ｶ×1/2=ﾖ ﾍ-ｶ=ﾀ

＊残存価格
（円）車両価格 附属品価格 改造費 合計

（定率法）ﾍ×0.4＝ﾄ
（定額法）ﾍ×0.2＝ﾄ

ｦ×ﾜ÷１２（月）
=ｶｲ ﾛ ﾊ

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾇとﾙのうち少な
い方の額（円）

償却期間
（月）

補助対象経費 計画額
（千円）

12 5,200,000 円 2,600.0 7,800,00013,000,000 5,200,000 0 5,200,000 8,818,560 5,200,0001 18,057,535 3,988,865 0 22,046,400 22,046,399

円

12 5,200,000 千円 2,600 7,800,00013,000,000 5,200,000 0 5,200,000 8,818,560 5,200,000計 18,057,535 3,988,865 0 22,046,400 22,046,399

計画額（千円）

ﾍの額以内 ﾚ ｿ ﾂ ﾂ×1/2=ﾈ

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

借入利率（％）
年利

ﾚと2.5％のうち低
い方の率（％）

補助対象経費

円

円

「その他の者」の
具体的概要ｶ＋ﾂ ﾖ＋ﾈ 負担額 負担割合 負担額

計 0 0 千円 0

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補助
ブ

ロッ
ク名

申請
番号

負担者とその負担割合

負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

5,200 2,600 羽越

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

合計



２年目以降（令和   7 年度）

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

定率法

申請番号
補助対象限度

額（円）
残存価額（円）

普通償却限度
額 特別償却額（円）

＊残存価格
（円）

前年度ﾌ（2年目の
みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝
ム

（定額法）ﾅ×0.2＝

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少ない
方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

1 円

計

円

申請番号
金融費用補助
対象額（円） 償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

千円

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

円

円

計 0 0 千円 0

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助
ブ

ロッ
ク名

申請
番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」の

具体的概要負担額 負担割合 負担額 負担割合

羽越

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

合計


